
働き方改革 

（次世代育成支援推進法に基づく一般事業主行動計画） 

 

本多通信工業株式会社 

 

当社は、全従業員が仕事と生活の調和のとれた働き方ができ、その能力を十分に発揮し、 

さらなる自己成長を目指せる職場環境を整備するため、次のように行動計画を策定する。 

 

1.計画期間 2015 年4 月1 日～2020 年3 月31 日までの5 年間[更新日2017年4月1日] 

 

2.計画内容 

【目標1】残業の削減（生産性の向上） 

《対策》 ・残業上限の明確化／厳格化（36協定特別条項による青天井を廃止、管理職も運用） 

      ⇒2018年度制度化予定（2017年度はトライアル実施中） 

      上限：3ケ月平均60H以下、年720H以下、1ケ月100H未満  

      運用の厳格化：月45H超、年360H超は社長決裁の上、労使協議 

     ・定時退社日の設定（チーム毎に月4回設定） 

      ⇒実施済 

     ・勤務時間インターバル制度の導入 

      ⇒実施済 

      インターバルは勤務終了後10時間、深夜2時以降は11時間 

 

【目標2】柔軟な働き方ができる職場づくりと子育て支援 

《対策》 ・フレックスの柔軟化（対象部門の拡大、コアタイム縮小） 

      ⇒実施済 

・短時間勤務の選択肢拡大（取得理由の拡大） 

  ⇒実施済 

・時間単位年休制度の導入 

  ⇒実施済 

  非フレックス者を対象に時間単位有休制度を新設(年5日分) 

・家族手当の重点シフト（配偶者手当の段階的廃止と子供手当の拡充） 

  ⇒実施済 

・男性の育児推進（積立休暇制度の取得理由の拡大） 

  ⇒実施済 

 



【目標3】育児・介護休職制度の利用者支援 

《対策》 ・キャリア形成と育児のバランスを個人で選択（3種類の復職コースの設定） 

            ⇒実施済 

     ・早期復職して働きたい人を応援 

      ⇒感謝金支給は実施済。サポート窓口開設は2017年6月開設予定) 

（アーリーリターン感謝金の支給、キャリア形成と育児の両立サポート窓口の開設） 

 

以上 
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